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研究成果の概要（和文）：本研究は、各育児支援団体が支援を行う際に抱えている課題を明らかにし、育児支援
団体と協働して妊娠期からの育児支援プログラムを開発し、育児支援団体が自らの支援の質を高めることを目的
とした。
初めに、育児支援団体の研究協力依頼を行い、５つの支援団体から協力が得られた。現在の支援方法の困りごと
や今後の希望をヒアリングし、プログラム実施における課題について話し合った。協力団体の支援実施者に研修
会を実施した後、本プログラムを実施してもらえるように依頼した。
その後、実施団体でグループ会議を開き、実施時の感想や改善点について話し合い、その意見を基に、プログラ
ムのマニュアル冊子を作成した。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this study was to clarify issues that childrearing support 
groups face when providing support, with the aim of developing an antenatal childrearing support 
program (based on an Australian empathy session) in collaboration with the groups and to seek ways 
to improve the quality of the support they provide. We worked with five childrearing support groups 
throughout Japan and held meetings with them about their current activities, hopes for the future, 
and issues related to implementing a new childrearing support program targeting expectant couples. 
After conducting a training session for the groups’ key service providers, the groups started 
implementing the program. Group meetings were then held to discuss their impressions of the program 
and areas for improvement. Based on these discussions, we created a manual booklet for the antenatal
 childrearing support program.

研究分野： 母性看護

キーワード： 育児支援　プログラム　産後うつ　夫婦
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研究成果の学術的意義や社会的意義
わが国では産婦や産後の夫婦を対象とした介入は行われているものの、妊娠期の女性や夫婦を対象とした介入は
ほとんど行われていない。本研究は、産後うつ予防に有効と想定される妊娠期からのプログラム開発をその効果
を検証しながら進めることにより、エビデンスに基づいたプログラムを開発できる。また、育児支援団体が本研
究を通じて得た経験を基に持続的に改善するためのガイドブックを公表することにより、自らの団体の支援の質
を高めることにつながる。さらに、複数の育児支援団体との協働により、複数の実施者、異なる地域における参
加者の特性に合わせてカスタマイズしたプログラムとなり、より汎用性、実用性が高い。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 

近年、児童虐待は次第に増加しており、深刻な状況である。児童虐待のリスク要因として、母

親の育児不安やストレス、産後うつ病等の保護者側の要因があげられている。母親の精神的支援

に取り組む育児支援団体は数多くあり、対象者に合わせた支援を行っているが、その支援は産後

に集中しており、妊娠期からの育児支援は乏しい。また、妊娠期からの育児支援の取り組みを考

えている支援団体からは専門的知識や技術を提供してほしいという希望があり、各団体と協働

して、育児支援団体の各ニーズに合わせてカスタマイズできる妊娠期からの育児支援プログラ

ムを開発することは育児支援団体をサポートすることにつながり、母親の精神状況を改善し、最

終的には、子どもへの虐待防止への効果をもたらすと考えられる。 

２．研究の目的 

本研究では、各育児支援団体が支援を行うにあたり、抱えている課題を明らかにし、育児支援

団体のニーズに合わせてカスタマイズできる育児支援プログラム指針を作成し、育児支援団体

が自らの支援の質を高めることを目的とする。 

３．研究の方法 

１）協力団体の募集を行い、協力が得られた団体とのラウンドテーブルディスカッションを通

して、現在の支援方法への困り感や今後の希望をヒアリングする。 

２）具体的な育児支援プログラムを開発する。 

３）各育児支援団体におけるプログラムを試行する。 

 

 

 

 

 

４）参加者への介入効果を評価する（介入前、産後） 

ただし、実施団体の事業目的により参加者が妊娠中の夫婦ではない場合は、改変したプロ

グラムのみを実施する（小学生の保護者・教員：本プログラムの一部である大変な日のシ

ナリオを改変して実施、育児支援従事者・大学生には全てのプログラムを簡略化し実

施）。また、別の事業目的で使用された過去の小・中学生の保護者・教員、大学生のセッ

ション評価票（無記名）も、データとして収集する。 

５）実施者間ワークショップを開催し、各育児支援団体の試行結果を発表して共有し、プログ

ラムの改変指針による支援団体への効果を評価する。 

４．研究成果 

１）対象者に対するプログラム介入の効果評価 

研究協力が得られた５つの育児支援団体に実施者向けの研修会を開催後、本プログラムを実

施してもらった。実施後は介入実施報告書を作成していただいた。その他、A市の小学校の保護

者・教員６０名、B市の育児支援従事者約８０名、C年度，D年度の１年生１７１名とC年度２年

生８２名の看護大学生を対象にプログラムを改変し、実施した。その結果，１，２年生共にプ

ログラム終了後に共感性尺度の下位尺度に上昇がみられた．また，共感性プログラムを中心に

行った１年生では共感性尺度平均点が有意に上昇し，生と性の健康教室の一貫でプログラムが

妊娠期 

両親学級における共感セ

ッション実施 

(夫婦の話し合いを中心と

した共感セッション) 

セッション実施 1週間後 

郵送による情報提供 1 回目

（役割分担リスト） 

 

出産後 2～6週間目頃 

郵送による情報提供 2回目 

（相手の気持ちチェックリス

ト、はじめての子育て：戸惑い

と解決の秘訣） 



実施された２年生では，出産の自信

と妊娠計画への自信の上昇がみられ

た。 

２）プログラム研修に参加した育児支

援従事者の特徴 

プログラム団体のプログラム研修ア

ンケートの自由記載を基に、対応分

析を行った結果、「プログラムを自

分達で行いたいか」に「大いにそう

思う」と回答した人の自由記載にお

ける特徴語は「行動」「内容」であ

り、プログラムへの肯定的で積極的な言葉が見られた。一方、「どちらともいえない」と回答

した人には「話し合い」「支援」という特徴語が現れ、慎重な意見や支援の現状についてのみ

の意見が見られた。プログラムが今後に役立つと

思っても自ら実施したい者は少なく、プログラム

普及の難しさを感じた。今後は支援者の疑問に丁

寧に答え、実施時の工夫点を盛り込む等、実際に

実施してみたいと思えるような研修や継続したサ

ポートが必要と考える。以上の結果を東北公衆衛

生学会で発表した。 

 

３）リーフレットの作成 

本プログラムにご協力いただいた５つの育児支援団体と会議を開き、各団体の試行結果、実

施時の感想や改善点を共有したところ、統一した内容で行うためにプログラムをマニュアル化

してほしいという意見が得られた。５つの育児支援団体から得られた知見を基に、支援対象者

の特性に合わせてカスタマイズできるプログラムのリーフレットを５００部作成した。 
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